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人と組織のマネジメントをサポートする
「人事・人件費診断サービス」のご案内

・
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1.人と組織のマネジメントについての問題意識
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経営の意思決定に、財務における客観的指標は欠かせません。

しかし、「人と組織のマネジメント」は、重要な経営テーマの１つであるにもかかわらず

他のテーマと異なり、財務諸表等の財務データを判断材料として活用することは

ほとんどありません。つまり、多くの企業では、人や組織の実態を財務的観点等から

定量的に把握することなく、マネジメントすることを余儀なくされているのが実情です。

「本当にこのままで良いのでしょうか」
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2. サービス概要
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本サービスでは、「人と組織」に関するデータと財務データを関係付けて分析し、「人と組織」の状態を

4つのテーマに区分し、22項目の観点から客観的に診断を行います。そして、その診断結果に基づき、

問題・課題があるときには、それを具体的に抽出し、あるべき姿に向けた今後の方向性や施策を提示

します。

財務データ
（売上高、人件費など）

人のデータ（組織レベル）
（人数・離職率・昇格年齢など）

人のデータ（個人レベル）
（給与・評価など）

組織のデータ
（組織図・職制・管理職数など）

ベンチマークデータ
（業界別・規模別）

【客観的な相対化】

人件費分析
人件費・付加価値

給与分析
給与運用・制度構造

評価分析
評価運用・制度構造

適正人員分析
適正人員・昇格管理・離職率

【診断と提言】【定量データ】
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3. サービス活用のメリット
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本サービスでは、人事制度の運用や人と組織の生産性などについて、時系列にデータを分析する

ことにより診断を実施した時点の状態を明らかにするだけでなく、状態の推移を経年変化の中でとら

えることができます。したがって本サービスの活用により、現在の健全性の判断や問題点を明らかに

するだけでなく、将来予測を行い、「人と組織のマネジメント」の方向性について具体的な施策を検討

することが可能となります。

過去の実績 現在の状況

データの傾向をレンジでとらえ、
「人と組織のマネジメント」の適正さ
を確認

データの傾向を踏まえ、将来予測し
「人と組織のマネジメント」の方向性、
具体的な施策を提言

将来のあるべき姿
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4. 報告資料の構成
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Ⅰ．総合診断

Ⅱ．今後に向けた提言

Ⅲ．テーマ別分析

１．人件費分析 （１）人件費

（２）付加価値

２．給与分析 （１）支払い

（２）制度構造

＊月額給与・年間給与別に対応

３．評価分析 （１）評価

（２）制度構造

＊昇給・賞与別に対応

４．適正人員分析 （１）人員

（２）昇格・昇進

（３）制度構造

＊等級別と職位別に対応
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5. 診断結果の活用例
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診断結果は以下のようなことを検討する際にご活用いただくことができます。

 人事戦略、人事方針など、「人と組織のマネジメント」基盤の再構築

 人件費（報酬）に対する適正な判断基準の確立

 人事制度（報酬・評価制度）の見直し

 人員（数と構成）の適正化

 人材のＡ＆Ｒ（アトラクション＆リテンション）

 社内で分析した結果の検証
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6. 診断結果の活用効果

6

＜経営者のメリット＞

・「人と組織」に関する経営上の
意思決定の最適化

・経営資源（人・金）の最適化
・経営ビジョンの明確化

＜各現場のメリット＞ ＜社員のメリット＞

・人員の最適化による能力
活用機会の増加

・処遇の適正化
・制度、運用改善による
モラールアップ

・人員配置の最適化
・離職率低下によるノウハウ
流出の回避

・制度、運用改善による
マネジメントの適正化

＜高位均衡＞

診断結果をご活用いただくと、経営者、各現場、社員にメリットがあります。

それらのバランスをとりつつ、全てを拡大させることができます。
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7. サービスの進め方
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本サービスは、次のステップで実施します。通常はデータを受領後、２～３週間でご報告します。

事前準備

事前お打合せ①
（課題認識）

（分析資料確認）

データ分析 報告資料作成・報告

・診断を実施するにあたり、
現状把握のため、インタ
ビューを行います。

・診断に必要な資料を打合せ、
提供いただくデータに基づい
て分析可能な範囲を確定し
ます。

事前お打合せ②
（分析範囲の確定）
（分析資料確定）

提出データ作成
（お客様にて

分析用データの
作成）

・分析に用いるデータは、Excelのデータに
よる受け渡しとします。

・所定の入力フォーマットに、お客様ご自身
で提供可能なデータをご入力いただきま
す。

・受領したデータに基づき、
「人事・人件費診断サービス」を行います。

データ分析①
（データ

の定量分析）

データ分析②
（データの診断・

課題整理・
方向性の検討）

提言の整理
（報告書作成）

・分析結果の診断
と提言を報告書と
してまとめます。

・報告会を開催し、
診断結果をご報告
します。

ご報告
（報告会）
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（参考）データ分析の流れ

お客様

分析結果の出力

・演算用システムの読み込み
・お客様のデータと同業界やベン
チマーク先企業のデータとの比
較から現在および今後の傾向の
妥当性について分析

入力表の取り込み

・入力データ読み込み
・演算用システムへ展開
・診断データ計算

＊お客様からお預かりするデータはMicrosoft Excel 2003以降対応
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日本総研

分析用データの作成
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株式会社日本総合研究所 リサーチ･コンサルティング部門

E-mail rcdweb@ml.jri.co.jp

本資料の著作権は株式会社日本総合研究所に帰属します。


